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株 主 各 位
静岡県島田市牛尾１１８番地
テ ィ ー ラ イ フ 株 式 会 社
代表取締役社長 西上　節也

第37期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第37期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　なお、新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、本株主総会につきまし
ては、可能な限り書面による事前の議決権行使をいただき、ご来場を見合わせて
いただきますようお願い申しあげます。
　また、諸般の事情等を考慮し、本年よりお土産のご用意を取りやめさせていた
だくことといたしました。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年10月23日（金曜日）午後５時15
分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2020年10月26日（月曜日）午前10時（受付開始:午前９時30分）

２．場 所 静岡県掛川市亀の甲１－３－１
掛川グランドホテル　３階「シャングリラスイート」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第37期（2019年８月１日から2020年７月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第37期（2019年８月１日から2020年７月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

　　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
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　　当社は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、提供すべき書面のうち次
に掲げる事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
https://www.tealifeir.com/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集
ご通知の提供書面には記載しておりません。

  ・連結計算書類の連結注記表

  ・計算書類の個別注記表

　　なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作

成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類には、本提供書面記載のも

ののほか、この「連結注記表」及び「個別注記表」として表示すべき事項も含

まれています。

　　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じ

た場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　

https://www.tealifeir.com/）に掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染症の対応について

＜株主様へのお願い＞
1.感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例年より大
　幅に減少いたします。そのため、ご来場いただきましてもお席にご案内できない場合
　がございますので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。
2.ご来場いただく株主様は、マスクのご着用をお願い申しあげます。
3.ご来場いただく場合は、会場入り口付近で検温させていただき、発熱があると認めら
　れる方につきましては、ご入場制限等をさせていただく場合がございます。
4.ご来場される場合には、受付前に用意したアルコール消毒液による手指の消毒をお願
　いいたします。
5.本株主総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮する
　観点から議場における報告事項及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。株
　主様におかれましては事前に本定時株主総会招集ご通知をお目通しいただけますよう
　お願い申しあげます。
＜当社の対応について＞
1.株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対させて
　いただきます。
2.株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を更新する
　場合がございます。
　インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.tealifeir.com/）よ
　り、修正後の情報をご確認くださいますよう、併せてお願い申しあげます。
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（提供書面）
事 　業　 報　 告

( 2019年8月１日から
2020年7月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

  当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業収益と雇用・所得環

境の改善を背景に、緩やかな景気回復基調が続いたものの、米中貿易摩擦

の長期化や不安定な中東情勢等の海外リスクに加え、新型コロナウイルス

の感染拡大に伴う国内外経済の停滞により足元の景気が急速に悪化するな

ど、先行き不透明感が一層強まってまいりました。

　小売・卸売業界におきましては、相次ぐ自然災害の発生や消費税増税に

伴う消費マインドの低下に加え、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う自

粛ムードの高まり等により、厳しい経営環境が続いてまいりました。通信

販売業界におきましては、外出自粛に伴う巣ごもり消費の高まりにより、

特にＥＣ（電子商取引）の利用増加がみられたものの、生活様式の変化に

よる消費動向には注視が必要な状況となっております。

  このような経営環境のなか、当社グループ（当社及び連結子会社）は「将

来の成長に向けた挑戦」をスローガンに、「進化するウェルネス＆ライフ

サポート企業」を将来のビジョンとし、「差別化戦略の推進・将来の成長

に向けた挑戦・強固な経営基盤の構築」を経営方針として掲げ、継続的な

成長及び企業価値の向上に努めてまいりました。小売・卸売事業において

は、事業譲受けによる医薬品販売のノウハウ吸収や機能性表示食品の開発

等により独自性・機能性の高い商品開発による差別化を進めたほか、グル

ープ間における共通業務のシナジー向上や効率改善、不採算部門の見直し

等に取り組み、収益力の改善に注力してまいりました。また、プロパティ

事業においては、新たに静岡県掛川市に不動産を取得し、売上拡大に取り

組んでまいりました。

  この結果、当連結会計年度における売上高は10,577百万円（前期比13.9％

増）となりました。

  損益面では、営業利益は496百万円（同45.7％増）、経常利益は525百万

円（同47.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は420百万円（同73.8％

増）となりました。

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。
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　なお、売上高については、セグメント間取引の調整後の数値であり、セ

グメント利益については、セグメント間取引の調整前の数値であります。

ア．小売事業

  小売事業におきましては、主力の「ダイエットプーアール茶」「メタ

ボメ茶」「ルイボスティー」等の健康茶を中心に展開するとともに、機

能性表示食品の開発やＭ＆Ａによる医薬品の通信販売事業の譲受け等に

より、付加価値の高い商品の品揃え拡充や販売ノウハウの向上に取り組

むとともに、新規顧客開拓については、フロントエンド商品として好調

な静岡県産茶ノ実油配合のオールインワンシャンプー「ｈｕｇｍ（ハグ

ム）」による開拓に注力するなど、広告宣伝費の運用の見直しを図り、

収益力の改善に取り組んでまいりました。ＥＣモールにおいては、グル

ープ間での販売ノウハウの共有によるイベント時の販売力強化や広告運

用の効率化を進めたほか、消費税増税やコロナ禍における購買行動の変

化に対応した商品提案及び販売促進の実施により、好調に推移いたしま

した。

  この結果、売上高は6,213百万円（前期比0.5％増）、広告宣伝費の運

用見直しにより、セグメント利益は40百万円（同42.9％増）となりまし

た。

イ．卸売事業

  卸売事業におきましては、実店舗の小売店向けの衣類及び雑貨の販売

においては、消費税増税に加え、コロナ禍での外出自粛の影響や営業活

動の制限により苦戦したものの、テレビショッピング中心の販売におい

ては、在宅率が上昇したことにより好調となり、主に「J's kami高麗」

や「熟成発酵濃縮黒にんにくゼリー」等のヘルスケア商品が伸長いたし

ました。費用面においては、業務効率化を図るとともに、株式会社ダイ

カイの出荷場を掛川センターに移転し、グループ内に出荷機能を集約す

ることで、物流コストの圧縮に努めてまいりました。

  この結果、テレビショッピングでのサプリメント販売が大きく伸長し、

売上高は4,000百万円（前期比37.8％増）、セグメント利益は303百万円

（同88.9％増）となりました。
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ウ．プロパティ事業

  プロパティ事業におきましては、他社の出荷業務請負の売上拡大を進

めるとともに、新規取得した掛川センターの賃貸先の開拓を進め、自社

不動産の有効活用及び収益化を図ってまいりました。

　この結果、売上高は363百万円（前期比81.4％増）、出荷業務に係る人

件費の増加及び各センターの修繕費を計上したことにより、セグメント

利益は144百万円（同1.9％減）となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施しました当社グループの設備投資の総額（無形

固定資産を含めております。）は1,363百万円であります。その主なもの

は、プロパティ事業における収益不動産の取得に係る投資1,302百万円であ

ります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中に、プロパティ事業における収益不動産の取得資金と

して、金融機関より長期借入金として1,000百万円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　当社は、2019年８月１日を効力発生日として、当社の法人事業部門が営

む卸売事業を、当社の連結子会社の株式会社ダイカイに承継させる会社分

割（簡易吸収分割）を行いました。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　当社は、2019年９月１日を効力発生日として、株式会社日本ヘルスケア

アドバイザーズより一般用漢方製剤の通信販売事業を譲り受けました。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 34 期

(2017年７月期)
第 35 期

(2018年７月期)
第 36 期

(2019年７月期)

第 37 期
(当連結会計年度)
(2020年７月期)

売 上 高(千円) 7,320,812 7,289,410 9,286,417 10,577,869

経 常 利 益(千円) 546,705 470,220 355,855 525,863

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 458,607 423,136 242,096 420,884

１株当たり当期純利益 (円) 107.90 99.56 56.96 99.03

総 資 産(千円) 5,430,634 6,006,008 6,229,022 7,756,599

純 資 産(千円) 4,187,087 4,470,045 4,596,181 4,930,221

１株当たり純資産額 (円) 985.21 1,051.79 1,081.47 1,160.07
 

（注）１.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数

により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総

数により算出しております。
 

　　　２.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　

平成30年２月16日）等を第36期の期首から適用しており、第35期の総資

産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっ

ております。
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 34 期

(2017年７月期)
第 35 期

(2018年７月期)
第 36 期

(2019年７月期)

第 37 期
(当事業年度)
(2020年７月期)

売 上 高(千円) 5,455,071 5,328,978 4,882,254 4,683,082

経 常 利 益(千円) 485,924 513,327 215,045 176,465

当 期 純 利 益(千円) 393,646 400,138 111,242 185,727

１株当たり当期純利益 (円) 92.62 94.15 26.17 43.70

総 資 産(千円) 5,303,060 5,861,730 5,678,020 6,714,188

純 資 産(千円) 4,269,505 4,526,574 4,517,962 4,573,572

１株当たり純資産額 (円) 1,004.61 1,065.10 1,063.07 1,076.15
 

（注）１.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数

により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総

数により算出しております。
 

　　　２.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　

平成30年２月16日）等を第36期の期首から適用しており、第35期の総資

産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっ

ております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社アペックス 40百万円 100.0％ 生活雑貨等の卸売

株式会社ダイカイ 10百万円 100.0％ 生活雑貨等の卸売

提來福股份有限公司 5百万台湾元 100.0％ 健康茶等の通信販売

株式会社Ｌｉｆｅｉｔ 80百万円 100.0％ 家具等の通信販売

特莱芙（上海）貿易有限公司 70万中国元 100.0％ 健康茶等の通信販売

（注）提來福股份有限公司は、2020年４月10日開催の取締役会において解散

を決議し、現在清算手続き中であります。

(4) 対処すべき課題

　今後のわが国経済は、緊急事態宣言の解除により国内景気に若干の復調の

動きはみられるものの、新型コロナウイルス感染症は完全に収束しておらず、

内外経済に与える影響や金融資本市場の変動リスクにより、先行き不透明な

状況が続くと予測されます。小売・卸売業界におきましては、営業活動の制

限や消費マインドの更なる落ち込み、不動産業界におきましては、営業不振

による賃貸先の倉庫需要の減少等の影響が懸念されます。

　当社グループは、安定的かつ継続的な成長と企業価値の向上を目指し、「進

化するウェルネス＆ライフサポート企業」を将来のビジョンとし、2021年７

月期から2023年７月期までの３ヶ年について「将来の成長に向けた挑戦」を

スローガンとした中期経営計画を策定いたしました。新型コロナウイルス感

染症の影響により大きく変化した消費者のライフスタイルに対応するため、

販売ツールや広告媒体のデジタルシフトを進めるとともに、既存事業のイン

フラ及びノウハウを活用した新規事業の拡大に注力してまいります。また、

グループ内の共通機能の集約やコストコントロールの徹底、シナジーが見込

まれるＭ＆Ａの推進等により、経営資源の最適化及び積極的な投資により、

安定的かつ強固な経営・財務基盤の構築に取り組んでまいります。

　当社グループは、上記の中期的な経営戦略を推進するために、課題解決に

向けた施策を実施することで、持続可能な成長を目指してまいります。
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①　差別化戦略の推進

インターネット等により商品の品質・価格等が容易に比較可能ななか、

真に選ばれる存在となるため、ユニークな自社製造商品の開発や、機能性

表示食品等の機能性の高い商品の拡充等を進め、お客様のニーズに対応し

てまいります。また、接客レベルの向上や出荷体制の強化等、既存サービ

スのブラッシュアップに加え、ユニークな企画・サービスによる商品の先

にあるライフスタイルの提案力やコミュニケーションスキルを磨き、お客

様との関係性を深めることにより、競争優位を創造してまいります。

②　将来の成長に向けた挑戦

  近年のＥＣ市場の成長性に加え、コロナ禍での消費者のライフスタイル

の変化を踏まえ、更なるデジタルシフトに注力するとともに、既存のイン

フラ及びノウハウを生かした新規事業として、ウィッグの販売を開始し、

更なる売上拡大に取り組んでまいります。また、海外販売に関しては、戦

略の見直しを図り、現地協力会社との取り組みを強化し、ＢtoＢによる取

引拡大に注力してまいります。プロパティ事業においては、保有資産の収

益化に取り組むとともに、新たな投資案件の開拓を進め、収益の柱となる

事業育成に取り組んでまいります。あわせて、グループ力を高める戦略的

なＭ＆Ａを推進し、持続的な成長の実現を目指します。

③　強固な経営基盤の構築

  グループ間における商品や販売チャネルの共有、物流拠点の集約、同一

システムの導入等により効率的なグループ経営を推進し、グループ力の向

上、シナジー創出に努め、成長への投資を可能にする財務基盤を構築して

まいります。また、コンプライアンスの徹底を推進し、内部管理体制の整

備及び実効性のある運用により、社会からの要請及びステークホルダーの

期待に応えられるよう努めてまいります。
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(5) 主要な事業内容（2020年７月31日現在）

事業区分 事業内容

小売事業

主に健康茶、健康食品、化粧品、ベビー用品、キッズ家具、

インテリア・ペット雑貨、ガーデン用品等を一般消費者に通

信販売しております。

卸売事業
主にヘルスケア商品、生活雑貨、寝具、化粧品等を通信販売

会社や小売店等に販売しております。

プロパティ事業
主に自社不動産を活用した不動産賃貸、出荷業務の請負を行

っております。

(6) 主要な事業所（2020年７月31日現在）

①　当社

本社 静岡県島田市

袋井センター 静岡県袋井市

掛川センター 静岡県掛川市

②　子会社

株式会社アペックス 本社（群馬県高崎市）

株式会社ダイカイ

本社（愛知県名古屋市）

東京事務所（東京都江戸川区）

掛川物流センター（静岡県掛川市）

提來福股份有限公司 本社（台湾台北市）

株式会社Ｌｉｆｅｉｔ 本社（東京都目黒区）

特莱芙（上海）貿易有限公司 本社（中国上海市）

（注）提來福股份有限公司は、2020年４月10日開催の取締役会において解散を

決議し、現在清算手続き中であります。
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(7) 従業員の状況（2020年７月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減

小売事業 121名（56名） ２名増（２名増）

卸売事業 46名（７名） １名減（４名減）

プロパティ事業 10名（５名） ３名増（５名増）

合　計 177名（68名） ４名増（３名増）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み、

人材会社からの派遣社員を除いております。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

従業員数
前事業年度末比

増減
平均年齢 平均勤続年数

104名（57名） 3名増（8名増） 35.4歳 9.6年

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）

であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣

社員を除いております。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

(8) 主要な借入先の状況（2020年７月31日現在）

借入先 借入残高

株式会社静岡銀行 800百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 390百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2020年７月31日現在）

①　発行可能株式総数 14,000,000株

②　発行済株式の総数 4,249,903株（自己株式97株を除く）

③　株主数 6,324名

④　大株主（上位10名）

株　主　名 持　株　数 持 株 比 率

株式会社Ｎ＆Ｋ 1,416,700株 33.33％

植田　佳代子 125,000 2.94

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

92,200 2.16

山田　壽雄 90,000 2.11

ティーライフ従業員持株会 81,350 1.91

浅井　五郎 70,400 1.65

植田　翔子 70,000 1.64

植田　元気 70,000 1.64

若杉　精三郎 60,000 1.41

株式会社日本カストディ銀行（信
託口５）

52,700 1.24

（注）持株比率は自己株式（97株）を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

　　該当事項はありません。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（2020年７月31日現在）

地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 植 田 伸 司

株式会社アペックス代表取締役会長
株式会社ダイカイ代表取締役会長
株式会社Ｌｉｆｅｉｔ代表取締役会長
特莱芙（上海）貿易有限公司監事

取 締 役 副 社 長 西 上 節 也
経営企画本部長
株式会社ダイカイ取締役

常 務 取 締 役 湯 川 和 俊
国内事業本部長兼商品企画販売部長
兼マーケティング部長

取 締 役 草 間 　 崇
海外事業本部長兼海外事業部長
提來福股份有限公司董事長
特莱芙（上海）貿易有限公司董事長

取 締 役 石 澤 浩 和
ロジスティクス事業本部長兼ロジス
ティクス事業部長

取 締 役 伊 藤 和 也
コーポレート本部長兼コーポレート
部長

取 締 役 三 好 宏 明
株式会社Ｌｉｆｅｉｔ取締役社長
株式会社ゆずくる代表取締役

取 締 役

（常勤監査等委員）
鈴 木 良 房

株式会社アペックス監査役
株式会社ダイカイ監査役
提來福股份有限公司監察人
株式会社Ｌｉｆｅｉｔ監査役

取 締 役

（監査等委員）
小松原　康　久 －

取 締 役

（監査等委員）
小 川 幸 伸

公認会計士小川幸伸事務所代表
公益財団法人佐々木研究所監事
古河電池株式会社社外監査役

（注）１．取締役（監査等委員）小松原康久氏及び小川幸伸氏は、社外取締
役であります。

２．取締役（監査等委員）鈴木良房氏は、通信販売業界に関する豊富
な経験と幅広い見識を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）小松原康久氏は、金融機関における豊富な
経験と幅広い見識を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員）小川幸伸氏は、公認会計士資格を保有し、
会計に関する幅広い知識と、監査法人における長年の監査業務の
経験、見識を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。
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５．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等
委員を除く）からの情報収集及び重要な社内会議への出席による
情報共有並びに内部監査室と監査等委員との十分な連携を可能
にするため、取締役（監査等委員）鈴木良房氏を常勤の監査等委
員として選定しております。

６．当社は、社外取締役（監査等委員）小松原康久氏及び小川幸伸氏
を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

７．当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
　①　2019年10月23日開催の第36期定時株主総会終結の時をもって、

鈴木守氏、萩原俊彦氏は任期満了により取締役を退任し、酒井
由香里氏は取締役（監査等委員）を辞任により退任いたしまし
た。

　②　2019年10月23日開催の第36期定時株主総会において、西上節也
氏、石澤浩和氏、伊藤和也氏は取締役に、小川幸伸氏は取締役
（監査等委員）に、新たに選任され、就任いたしました。

８．当事業年度末日後の取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動
は、次のとおりであります。

氏　名 異動前 異動後 異動年月日

植 田 伸 司

代表取締役社長
株式会社アペックス代表取締役会長
株式会社ダイカイ代表取締役会長
株式会社Ｌｉｆｅｉｔ代表取締役会長
特莱芙（上海）貿易有限公司監事

代表取締役会長
株式会社アペックス代表取締役会長
株式会社ダイカイ代表取締役会長
株式会社Ｌｉｆｅｉｔ代表取締役会長
特莱芙（上海）貿易有限公司監事

2020年８月１日

西 上 節 也
取締役副社長
経営企画本部長
株式会社ダイカイ取締役

代表取締役社長
経営企画本部長
株式会社ダイカイ取締役

2020年８月１日

石 澤 浩 和
取締役
ロジスティクス事業本部長
兼ロジスティクス事業部長

取締役
ロジスティクス事業本部長兼ロジ
スティクス事業部長兼物流部長

2020年８月１日

②　責任限定契約の内容の概要

　当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づ

き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額としております。

－ 14 －



③　取締役の報酬等

　　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取締役(監査等委員を除く)
（うち社外取締役）

９名
（－名）

94,650千円
（－千円）

取締役(監査等委員)
（うち社外取締役）

４名
（３名）

18,000千円
（7,200千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

13名
（３名）

112,650千円
（7,200千円）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含
まれておりません。

２．上記には2019年10月23日開催の第36期定時株主総会終結の時を
もって退任した取締役（監査等委員を除く）２名及び取締役（監
査等委員）１名（うち社外取締役１名）を含んでおります。

３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年10月27日開
催の第33期定時株主総会において、年額250百万円以内（使用人
兼務取締役の使用人分給与は含まない）と決議いただいておりま
す。

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年10月27日開催の第
33期定時株主総会において、年額60百万円以内と決議いただいて
おります。
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④　社外役員に関する事項

ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役（監査等委員）小川幸伸氏は、公認会計士小川幸伸事務所の代
表、公益財団法人佐々木研究所の監事、古河電池株式会社の社外監査役
であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

イ．会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係
　　該当事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役

(監査等委員)
小松原　康久

　当事業年度に開催された取締役会18回

全てに、また、監査等委員会14回の全てに

出席しております。他の会社の経営者と

しての豊富な知識・経験に基づく発言を適

宜行っております。

取 締 役

(監査等委員)
小 川 　 幸 伸

　2019年10月23日就任以降開催された取

締役会13回の全てに、また、監査等委員会

10回の全てに出席しております。公認会

計士としての豊富な知識・経験に基づく発

言を適宜行っております。

⑤　その他会社役員に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

26,300千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分

しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る

会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務

遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかに

ついて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につ

いて同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、財務デューデリジェンス業務についての

対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査等委員会は、監査等委員全員の同意に基づき会計

監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　　該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務並びに株式会社及び子会社から成る企業集団の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容及び運用状況の概要は以下の

とおりであります。

①　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該

取締役及び使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性並びに当該取

締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ア．監査等委員会の職務は、内部監査室が補助する。

イ．内部監査室は、監査等委員会の指揮のもと監査等委員会の監査業務を

補助する。

ウ．内部監査室に所属する主要な使用人の人事異動や人事評価に関しては、

監査等委員会の事前の同意を得る。

エ．当社は、監査等委員会の職務を補助すべき取締役を置かない。

②　取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監

査等委員会への報告に関する体制

ア．取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、監査等委員

会の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他に関する報告を行う。

また、当社は、子会社の取締役、監査役、使用人及びこれらの者から報

告を受けた者が、監査等委員会の求めに応じて、随時その職務の執行状

況その他に関する報告を行うよう指導する。

イ．取締役及び使用人は、取締役会その他重要な会議への監査等委員の出

席を通じて職務の執行状況を報告するほか、内部監査室は監査結果を監

査等委員会へ報告する。

ウ．当社グループの取締役及び使用人は、法令・定款等に違反する恐れの

ある事実、当社グループに著しい損害を与える恐れのある事実を発見し

たときは、直ちに監査等委員会に報告する。

エ．重要な決裁事項は、監査等委員会の閲覧に供する。

③　監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保する体制

当社は、内部通報制度に基づく通報又はその他に関し監査等委員会に報

告したことを理由として、報告した者に不利な取扱いを行わない。
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④　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

ア．当社は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するた

め、毎期、予算を計上する。

イ．監査等委員が職務の執行のために、費用の前払等の請求をしたときは、

担当部門において審議の上、職務の執行に必要でないと認められた場合

を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑤　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

ア．監査等委員は、取締役会その他重要な会議に出席する。

イ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び内部監査室等は、監

査等委員会の求めに応じ、それぞれ定期的及び随時に監査等委員と意見

交換を実施する。

ウ．監査等委員は、毎月１回定期的に監査等委員会を開催するほか、必要

に応じて臨時に開催し、監査実施状況について情報交換及び協議を行う

とともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見

交換を行う。

⑥　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

ア．当社は、「企業倫理憲章」及び「行動規範」を制定し、これらの徹底

と実践的運用を行うために必要な教育・研修を実施し、法令遵守及び企

業倫理の徹底に取り組む。

イ．当社は、「内部通報規程」を制定し、法令、企業倫理、定款及び諸規

程等に違反する行為を未然防止するとともに、早期に是正する体制を整

備する。

ウ．当社は、役職員の職務執行の適切性を確保するため、内部監査室を設

置し、「内部監査規程」に基づき、内部監査を実施する。また、内部監

査室は監査等委員会の監査業務を補助するほか、必要に応じて監査法人

と情報交換し、効率的な内部監査を実施する。
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⑦　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア．取締役会議事録、経営会議議事録、その他重要な書類等の取締役の職

務の執行に係る情報の取扱いは当社における「文書管理規程」に従い、

所管部門が保存・管理する。

イ．所管部門は、取締役から文書閲覧を求められた際には、速やかに対応

する。

⑧　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．当社は、「リスク管理規程」を制定し、経営活動に潜在するリスクを

特定し、平常時からリスクの低減及び危機の未然防止に努める。

イ．当社は、大規模な災害、不祥事等が発生した場合、必要な人員で構成

する緊急事態対策本部を設置する等、危機対応のためのマニュアル及び

体制を整備する。

⑨　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア．当社は、取締役会を定例で毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時

開催し、経営に関する重要事項について審議・決定を行うとともに、経

営効率の向上及び意思決定のスピードアップを図るため、取締役及び部

長職により構成される経営会議を原則として毎月１回開催し、職務執行

に関する重要事項について協議を行う。

イ．当社は、決裁項目ごとの決裁方法、決裁機関、決裁者を定めた「職務

権限規程」を制定するとともに、各組織の業務分掌を定めた「業務分掌

規程」を制定し、業務執行を明確にする。

ウ．取締役会は、単年度及び３ヶ年の経営計画を定め、達成すべき目標を

明確にして、定期的に進捗を確認し、必要な対策や見直しを行う。

⑩　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

ア．当社は、「企業倫理憲章」「行動規範」「コンプライアンス規程」を

制定し使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制を整備する。

イ．当社は、全従業員を対象に定期的にコンプライアンス教育を実施し、

コンプライアンスを重視する企業風土の醸成に努める。
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⑪　企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

「子会社管理規程」に基づき、当社担当部門は、子会社から速やかに

又は定期的に取締役の職務の執行に係る報告を受け、これを取締役会へ

報告する。

イ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「子会社管理規程」を準用し、子会社の損失の危険を把握す

るとともに、損失の危険が発生した場合は、子会社と連携し適切に対処

する。

ウ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

ａ．当社グループの経営の健全性及び業務の適正性の確保のため、子会

社の事業運営に係る重要な事項について予め当社担当部門が審査し、

必要に応じ当社の取締役会へ付議する。

ｂ．当社は、必要に応じ、子会社へ取締役及び監査役を派遣し、子会社

の取締役等の職務の執行が効率的に行われるための支援を行う。

エ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

ａ．当社の経営理念である「よろこんでもらえる喜び」を共通の理念と

し、子会社の取締役、従業員等一人ひとりが、「企業倫理憲章」「行

動規範」の遵守に努め、企業市民としての自覚をもとに、事業活動を

展開するよう、指導、支援を行う。

ｂ．当社の内部監査室は、必要に応じ子会社の内部監査を実施する。

⑫　財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づき、

財務報告に係る内部統制の整備並びにその運用を推進する。

⑬　反社会的勢力への対応

ア．当社は、「反社会的勢力対策規程」を制定し、不当要求防止責任者を

設置し、反社会的勢力等との関係を遮断し、一切の利益供与を行わない。

イ．当社は、「静岡県企業防衛対策協議会」に加盟し、指導を受けるとと

もに情報の収集を行い、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合等は

直ちに所轄警察署と連携し、これに対応する。
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⑭　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、上記に掲げた内部統制システムの基本方針に基づき、以下の具

体的な取り組みを行っております。

ア．当社取締役会は、当社の各部門及び子会社担当部門から毎月、各部門

及び各子会社における職務の執行状況の報告を受け、各取締役との情報

共有並びに当社グループ全体の経営管理を行っております。

イ．当社監査等委員会は四半期に１度、代表取締役とのミーティングを開

催し、経営課題等の情報の共有及び意見交換を行っております。

ウ．当社常勤監査等委員は、子会社４社の監査役又は監察人を兼任し、各

子会社の全ての取締役会に出席しているほか、毎月開催される当社の経

営会議に出席しております。また、当社及び子会社４社の監査を実施し、

業務の適正性の確認を行うとともに、四半期に１度、内部監査室長、会

計監査人と三様監査人ミーティングを行い、これらの結果について、監

査等委員会を毎月開催し、情報の共有を行っております。

エ．当社は、取締役等及び使用人に対し、毎年、企業倫理憲章、行動規範、

個人情報の取扱い等、役職員として遵守すべき規範について社内研修を

実施しております。

オ．当社は、リスク管理委員会を毎月開催し、リスクに係る情報の共有を

行っております。また、子会社については子会社管理規程に基づき、子

会社担当部門において各子会社のリスク管理状況について情報収集を行

い、必要の都度、当社取締役会に報告することとしております。

カ．財務報告に係る内部統制については、年間の基本計画に基づき、内部

統制評価を実施しております。

(6) 株式会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、株主への利益還元を経営の重要な課題と位置付けており、

企業体質の強化及び今後の事業拡大のための内部留保の充実を勘案しつつ、

配当性向30％を目途に、毎期安定した配当を継続していくことを基本方針と

しております。

　当期の期末配当金につきましては、上記の基本方針に基づき、当期業績を

踏まえて、当初計画の１株当たり10円から10円増配の、１株につき20円の配

当を行う予定であります。すでに実施済みの中間配当金１株当たり10円とあ

わせまして、年間配当金は１株当たり30円となります。

　なお、内部留保金につきましては、今後の業界の競争激化に対応しうる高

付加価値商品の開発や、新規事業に係る設備投資、Ｍ＆Ａも含めた成長など、

将来の企業価値を高めるための投資資金として、適切に活用してまいります。

　また、翌期の配当につきましては、翌期の連結業績見通し及び上記基本方

針を勘案し、中間配当金１株当たり15円、期末配当金１株当たり15円とし、

年間配当金１株当たり30円を予定しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年７月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,792,996

1,965,862

1,051,888

26,175

554,811

57,593

79,763

70,965

△14,063

3,963,602

3,259,416

792,270

2,429,552

37,593

155,009

101,725

53,283

549,177

171,546

78,670

259,819

44,055

△4,914

流 動 負 債 1,424,037

買 掛 金 433,275

１年内返済予定の長期借入金 179,663

未 払 金 452,828

未 払 法 人 税 等 147,318

賞 与 引 当 金 58,280

役員賞与引当金 4,500

そ の 他 148,172

固 定 負 債 1,402,340

長 期 借 入 金 1,011,507

退職給付に係る負債 71,243

資 産 除 去 債 務 72,141

そ の 他 247,447

負 債 合 計 2,826,377

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,917,965

資 本 金 356,625

資 本 剰 余 金 326,625

利 益 剰 余 金 4,234,819

自 己 株 式 △103

その他の包括利益累計額 12,256

その他有価証券評価差額金 11,280

為 替 換 算 調 整 勘 定 975

純 資 産 合 計 4,930,221

資 産 合 計 7,756,599 負 債 純 資 産 合 計 7,756,599

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2019年８月１日から

2020年７月31日まで )
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,577,869

売 上 原 価 5,217,935

売 上 総 利 益 5,359,933

販売費及び一般管理費 4,863,622

営 業 利 益 496,310

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,323

受 取 配 当 金 634

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 3,315

保 険 解 約 返 戻 金 2,405

保 険 配 当 金 6,544

償 却 債 権 取 立 益 1,894

補 助 金 収 入 12,643

そ の 他 7,978 37,738

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,239

為 替 差 損 3,064

そ の 他 1,882 8,186

経 常 利 益 525,863

特 別 利 益

保 険 解 約 返 戻 金 47,199 47,199

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,366

減 損 損 失 7,580 11,947

税金等調整前当期純利益 561,114

法人税、住民税及び事業税 188,086

法 人 税 等 調 整 額 △47,855 140,230

当 期 純 利 益 420,884

親会社株主に帰属する当期純利益 420,884

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年８月１日から

2020年７月31日まで )
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

当期首残高 356,625 326,625 3,898,933 △103 4,582,079

当期変動額

剰余金の配当 △84,998 △84,998

親会社株主に帰属する
当期純利益

420,884 420,884

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 335,886 － 335,886

当期末残高 356,625 326,625 4,234,819 △103 4,917,965

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 10,928 3,172 14,101 4,596,181

当期変動額

剰余金の配当 △84,998

親会社株主に帰属する
当期純利益

420,884

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

351 △2,197 △1,845 △1,845

当期変動額合計 351 △2,197 △1,845 334,040

当期末残高 11,280 975 12,256 4,930,221

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2020年７月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

2,102,986

1,314,472

402,831

26,175

180,876

57,593

78,531

23,148

149,232

△129,874

4,611,201

3,224,340

758,124

8,776

7,495

5,114

15,277

2,429,552

50,029

40,782

9,246

1,336,831

118,154

916,363

45,961

256,353

流 動 負 債 744,142

買 掛 金 78,862

１年内返済予定の長期借入金 179,663

未 払 金 308,423

未 払 費 用 6,000

未 払 法 人 税 等 56,661

前 受 金 37,888

預 り 金 12,224

前 受 収 益 24,655

賞 与 引 当 金 39,280

そ の 他 482

固 定 負 債 1,396,473

長 期 借 入 金 1,011,507

退職給付引当金 71,243

資 産 除 去 債 務 72,141
そ の 他 241,581

負 債 合 計 2,140,615

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 4,574,626

資 本 金 356,625

資 本 剰 余 金 326,625

資 本 準 備 金 326,625

利 益 剰 余 金 3,891,479

利 益 準 備 金 1,650

その他利益剰余金 3,889,829

固定資産圧縮積立金 66,167

別 途 積 立 金 2,711,000

繰越利益剰余金 1,112,662

自 己 株 式 △103

評価・換算差額等 △1,053
その他有価証券評価差額金 △1,053

純 資 産 合 計 4,573,572
資 産 合 計 6,714,188 負 債 純 資 産 合 計 6,714,188

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2019年８月１日から

2020年７月31日まで )
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,683,082

売 上 原 価 1,254,341

売 上 総 利 益 3,428,740

販売費及び一般管理費 3,276,683

営 業 利 益 152,057

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 1,547

保 険 配 当 金 6,540

経 営 指 導 料 10,947

償 却 債 権 取 立 益 1,894

保 険 解 約 返 戻 金 2,405

そ の 他 6,323 29,657

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,567

そ の 他 2,681 5,248

経 常 利 益 176,465

特 別 利 益

保 険 解 約 返 戻 金 47,199 47,199

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 296

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 14,283 14,579

税 引 前 当 期 純 利 益 209,085

法人税、住民税及び事業税 69,948

法 人 税 等 調 整 額 △46,590 23,358

当 期 純 利 益 185,727

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2019年８月１日から

2020年７月31日まで )

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 356,625 326,625 1,650 66,167 2,711,000 1,054,061 3,832,879

当期変動額

剰余金の配当 △84,998 △84,998

当期純利益 185,727 185,727

分割型の会社分割
による減少

△42,129 △42,129

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － － － － 58,600 58,600

当期末残高 356,625 326,625 1,650 66,167 2,711,000 1,112,662 3,891,479

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △103 4,516,026 1,935 4,517,962

当期変動額

剰余金の配当 △84,998 △84,998

当期純利益 185,727 185,727

分割型の会社分割
による減少

△42,129 △42,129

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△2,989 △2,989

当期変動額合計 － 58,600 △2,989 55,610

当期末残高 △103 4,574,626 △1,053 4,573,572

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年９月11日

テ ィ ー ラ イ フ 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
　 静 岡 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 郷 右 近 　 隆 　 也 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 酒 井 博 康 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ティーライフ株式会社の2019年8月1日

から2020年7月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、ティーライフ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年９月11日

テ ィ ー ラ イ フ 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
　 静 岡 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 郷 右 近 　 隆 　 也 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 酒 井 博 康 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ティーライフ株式会社の2019年8

月1日から2020年7月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責
任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以　　上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書

　当監査等委員会は、2019年８月１日から2020年７月31日までの第37期事業年度における取

締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い

たします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、当期の監査方針、職務の分担

等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

　　③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

　　　2020年９月23日

ティーライフ株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 鈴 木 良 房 ㊞

監 査 等 委 員 小 松 原 　 康 　 久 ㊞

監 査 等 委 員 小 　 川 　 幸 　 伸 ㊞

（注）監査等委員小松原康久及び小川幸伸は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定

する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主様への利益還元を経営の重要な課題と位置付けており、企業体質

の強化及び今後の事業拡大のための内部留保の充実を勘案しつつ、安定した配当

を継続していくことを基本方針とし、次のとおり剰余金の処分をいたしたいと存

じます。

  期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき　金20円

配当総額　　　　　84,998,060円

（中間配当金として１株につき10円をお支払いしておりますので、年間

配当金は１株につき30円となります。）

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年10月27日
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）７名
全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営体制のスリム化を図るため、１名減員し、取締役６名の選
任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　取締役候補者は、次のとおりであり、５名が再任候補者、１名が新任候補者で

あります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１

うえ

植
だ

田
のぶ

伸
じ

司
(1949年12月４日生)

1972年４月  静岡小松フォークリフト株式会社入社

1977年４月  株式会社覚丸文佐藤商店入社

1983年８月  当社設立　代表取締役社長就任

1987年12月  株式会社植田茶園（1990年２月、株式会社ウエダに

商号変更）設立　同社代表取締役社長就任

1992年８月  株式会社ウエダ解散　同社代表取締役社長退任

2012年11月  株式会社アペックス代表取締役会長就任（現任）

2013年11月  コラムジャパン株式会社取締役会長就任

2014年８月  株式会社ダイカイ取締役会長就任

2018年８月　株式会社Ｌｉｆｅｉｔ代表取締役会長就任（現任）

2018年10月　株式会社ダイカイ代表取締役会長就任（現任）

2018年12月　特莱芙（上海）貿易有限公司監事就任（現任）

2020年８月　代表取締役会長就任（現任）

28,150株

（取締役候補者とした理由等）
　植田伸司氏は、当社の創設者であり、また、長年に亘り当社の代表取締役社長として、その豊
富な経験と実績に基づくリーダーシップと実行力によりグループ全体の成長を牽引してまいり
ました。代表取締役会長に就任後も代表取締役社長とともに、企業価値の向上に貢献しておりま
す。その実力、能力、小売業界における長い経験と企業経営者としての豊富な経験とともに人
格、見識とも優れていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

にし

西
がみ

上
せつ

節
や

也
(1963年３月16日生)

1986年４月  株式会社ガムガム入社

1996年８月  ＡＮＴ ＨＫ Ｃｏ．Ｌｔｄ設立  代表取締役

社長就任

2002年３月  シーコム株式会社入社　専務取締就任

2008年９月  ジーエスエムジャパン株式会社入社　執行役員就任

2010年10月  同社代表取締役社長就任

2019年１月  当社入社　顧問

2019年４月  社長補佐

2019年８月  社長補佐経営企画本部長

2019年10月　取締役副社長就任　経営企画本部長

　　　　　　株式会社ダイカイ取締役就任（現任）

2020年８月　代表取締役社長就任　経営企画本部長（現任）

5,300株

（取締役候補者とした理由等）
　西上節也氏は、国内外の起業や事業運営等を通じ、会社経営者としての豊富な経験と知見を有
しており、代表取締役社長就任後も、その能力を発揮し、当社の経営を主導しております。その
実力、能力、企業経営者としての豊富な経験とともに、人格、見識とも優れていることから、当
社の経営理念を十分に理解し、取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、
引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

３

ゆ

湯
かわ

川
かず

和
とし

俊
(1972年６月15日生)

1998年４月  株式会社デイー・エム・ジェイ入社

1999年８月  株式会社インターメディア出版入社

2005年３月  株式会社プレミアム入社

2008年３月  当社入社

2010年８月  事業推進部長

2012年８月  商品企画販売部長

2013年10月  取締役就任  商品企画販売部長

2014年２月  取締役顧客開拓部長

2015年２月　コラムジャパン株式会社代表取締役社長就任

2016年11月  取締役袋井センター長

2017年８月  取締役法人事業部長兼袋井センター長

2018年８月　取締役ＦＦ本部長兼法人事業部長

2018年９月  取締役ＦＦ本部長兼コミュニケーション

部長兼法人事業部長

2018年10月　株式会社ダイカイ取締役就任

2019年３月　取締役国内事業本部長兼ＦＦ本部長兼商

品企画販売部長兼コミュニケーション部

長兼法人事業部長

2019年４月　取締役国内事業本部長兼ＦＦ本部長兼商

品企画販売部長兼法人事業部長

2019年６月　取締役国内事業本部長兼プロパティ事業本部

長兼商品企画販売部長兼法人事業部長

2019年８月　取締役国内事業本部長兼プロパティ事業本部

長兼商品企画販売部長

2019年10月　常務取締役就任　国内事業本部長兼商品企画

販売部長

2020年２月　常務取締役国内事業本部長兼商品企画販売部

長兼マーケティング部長（現任）

21,000株

（取締役候補者とした理由等）
　湯川和俊氏は、当社の小売事業・卸売事業・プロパティ事業の部門長を歴任し、交渉力や実行
力をもって営業部門を牽引しており、主に営業活動における豊富な経験と知識を有しておりま
す。当社の経営理念を十分に理解し、経営の重要事項の決定及び業務執行の監督の役割を果たし
ており、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

４

いし

石
ざわ

澤
ひろ

浩
かず

和
（1970年1月28日生）

1992年４月  東海旅客鉄道株式会社入社

2003年４月  グッドウィル株式会社入社

2006年７月　同社統括部長

2008年10月  トランコム株式会社入社

2009年１月　同社関東エリアマネージャー

2014年７月  株式会社ジェネックス入社

2015年８月　同社常務取締役就任　統括本部長

2016年４月  当社入社

2016年11月  物流担当部長

2018年８月  物流部長

2019年６月  プロパティ事業部長

2019年10月　取締役就任　ロジスティクス事業本部長

兼ロジスティクス事業部長

2020年８月　取締役ロジスティクス事業本部長兼ロジステ

ィクス事業部長兼物流部長（現任）

－株

（取締役候補者とした理由等）
　石澤浩和氏は、主に当社の不動産賃貸や出荷請負等を運営するプロパティ事業に携わり、豊富
な経験と知識を有しております。当社の経営理念を十分に理解し、経営の重要事項の決定及び業
務執行の監督の役割を果たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

５

い

伊
とう

藤
かず

和
や

也
(1970年９月５日生)

1993年４月　株式会社ムトウ（現　株式会社スクロー

ル）入社

2005年５月　株式会社イマージュ（現　株式会社ディ

ノス・セシール）入社

2006年１月　当社入社

2012年８月　管理部長

2017年５月　コミュニケーション部長

2018年８月　ＦＦ本部コミュニケーション部長

2018年９月　コーポレート本部コーポレート部長

2018年10月　株式会社アペックス取締役就任

2019年４月　株式会社Ｌｉｆｅｉｔ取締役就任

2019年10月　取締役就任　コーポレート本部長兼コー

ポレート部長（現任）

6,300株

（取締役候補者とした理由等）
　伊藤和也氏は、主に当社の総務、人事、ＩＲ関連、経理財務を担当する管理部門に携わり、豊
富な経験と知識を有しております。当社の経営理念を十分に理解し、経営の重要事項の決定及び
業務執行の監督の役割を果たしており、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

６
※

こ

児
じま

島
まさ

正
お

雄
(1963年７月10日生)

1986年４月  兼松江商株式会社（現　兼松株式会社）入

社

1993年12月  同社米国会社ニューヨーク支店　繊維部

門テキスタイル部部長

1998年12月　同社大阪支店　テキスタイル輸出部帰任

2000年４月  兼松香港有限公司　繊維部門テキスタイ

ル部部長

2003年４月　Ｐ.Ｔ.Ｃｅｎｔｕｒｙ　Ｔｅｘｔｉｌｅ

営業部部長

2005年６月　同社　取締役就任　営業本部長

2008年４月　兼松繊維株式会社　東京本社　テキスタ

イル貿易本部第３部部長

2011年６月　ジーエスエムジャパン株式会社　執行役

員　オペレーションディレクター

2013年９月　同社　取締役就任　管理部本部長

2019年８月　当社入社　経営企画部長（現任）

2019年10月　株式会社アペックス　取締役就任（現任）

－株

（取締役候補者とした理由等）
　児島正雄氏は、長年の海外における営業経験に加え、会社役員として経営に携わる等、豊富な
経験と知見を有しております。当社の経営理念を十分に理解し、取締役としての職務を適切に遂
行していただけるものと判断し、取締役候補者といたしました。

　（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となり
ます。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであ
ります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１
※

おか

岡
むら

村
 

　
あきら

朗
(1963年６月19日生)

1987年４月　有限会社学静社富士学院入社
1998年３月　日本ランズエンド株式会社入社
2006年５月　株式会社アイエイアイ入社
2007年４月　当社入社
2007年８月　経営企画部システム課長
2013年８月　コミュニケーション部次長
2013年11月　コミュニケーション部長
2017年５月　情報システム部長
2018年８月　コーポレート本部情報システム部長
2019年６月　国内事業本部物流部長
2020年２月　ロジスティクス事業本部物流部施設管理課長
2020年８月　ロジスティクス事業本部物流部配送管理課長

（現任）

－株

（監査等委員である取締役候補者とした理由等）
　岡村朗氏は、自社の通信販売基幹システムの開発や情報システム部門に長年携わるととも
に、コミュニケーション部門、物流部門等の部門長を歴任し、幅広い業務の実務経験と見識を
有しております。当社における取締役（監査等委員）としての職務を適切に遂行していただけ
るものと判断し、取締役（監査等委員）候補者といたしました。

２

お

小
がわ

川
ゆき

幸
のぶ

伸
(1956年11月13日生)

1980年９月　アーサーヤング公認会計士共同事務所
入所

1984年10月　青山監査法人（現　PwCあらた有限責任
監査法人）入所

1989年10月　公認会計士登録
1997年12月　青山監査法人（現　PwCあらた有限責任

監査法人）パートナー就任
2007年８月　新日本監査法人（現　EY新日本有限責

任監査法人）代表社員就任
2017年７月　公認会計士小川幸伸事務所代表就任

（現任）
2019年10月　当社社外取締役（非常勤監査等委員）

就任（現任）
2020年６月　公益財団法人佐々木研究所監事就任

（現任）
2020年６月　古河電池株式会社社外監査役就任（現任）

－株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由等）
　小川幸伸氏は、公認会計士資格を保有し、会計に関する幅広い知識と、監査法人における長
年の監査業務の経験、見識を有しており、当社における社外取締役（監査等委員）として就任
されて以来、当社の経営に適切な助言や監督をしていただいております。これらのことから、
引き続き社外取締役（監査等委員）候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

３
※

な

苗
むら

村
ひろ

博
こ

子
（1960年９月17日生）

1987年４月　弁護士登録
1996年９月　ワイル・ゴッチェル＆マンジス法律事

務所入所
1997年９月　ニューヨーク州弁護士登録
1998年７月　大江橋法律事務所入所
2000年４月　アスカ法律事務所共同開設
2002年12月　苗村法律事務所開設
2012年２月　弁護士法人苗村法律事務所　代表社員

就任（現任）
2012年６月　株式会社アテクト　社外取締役就任
2014年３月　東洋ゴム工業株式会社（現ＴＯＹＯ　

ＴＩＲＥ株式会社）社外取締役就任

－株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由等）
　苗村博子氏は、弁護士資格を保有し、長年に亘る弁護士としての経験及び法律に関する幅広
い知識に加え、他社の社外取締役としての豊富な経験及び見識を有しており、当社における社
外取締役（監査等委員）としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、社外取締役
（監査等委員）候補者といたしました。

（注）１．※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．小川幸伸氏及び苗村博子氏は社外取締役候補者であります。

４．小川幸伸氏は現在、当社の監査等委員である社外取締役であります

が、その在任期間は本総会終結の時をもって１年となります。

５．当社は、小川幸伸氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会

社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。同氏

の再任が承認された場合には、同氏との間で当該契約を継続する予

定であります。

　　また、岡村朗氏及び苗村博子氏の選任が承認された場合には、当社

は両氏との間で同様の契約を締結する予定であります。

６．当社は、小川幸伸氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、

引き続き独立役員とする予定であります。また、苗村博子氏の選任

が承認された場合には、一般株主と利益相反が生じるおそれがない

ことから、新たに同取引所に独立役員として届け出る予定でありま

す。

以　上
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メ　　モ



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会　場：静岡県掛川市亀の甲１－３－１

　掛川グランドホテル　３階「シャングリラスイート」

　TEL 0537－23－3333

掛川バイパス

大池ＩＣ 西郷ＩＣ

掛川警察署

至静岡
消防署掛川城掛川西高

国道１号線

至浜松

天竜浜名湖
鉄道

至名古屋

掛川駅 北口

ＪＲ掛川駅

南口

掛川
信金法務局

裁判所

掛川
グランドホテル

至名古屋

掛川ＩＣ

至東京

有料 至東京Ｐ

ＮＴＴ

有料Ｐ

無料Ｐ

東名高速道路

交　通【電　車】東海道新幹線　掛川駅南口より　徒歩約１分

【自動車】東名高速道路　掛川ＩＣより　　車で約５分

（ご案内）

　駐車場は、ホテル専用駐車場（無料）のご利用をお願いします。満車等で

ホテル専用駐車場以外（有料）をご利用の場合は、株主様のご負担となりま

すのでご了承ください。


